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行

322,942 負債・純資産　合計 205,971 322,942
本年度末純資産残高

（本年度純資産変動額）＋（前年度末純資産残高）
204,680 204,680 資産　合計 205,971

純資産　合計 204,680 204,680
前年度末純資産残高 200,909 200,909

純資産 一般会計等 連結

3,771 3,771
　⑤　その他 0

　④　徴収不能引当金 0

0

1,291

0

118,262

56

37,569

37,625 （２）流動負債 1,291

0

0

0 負債　合計 1,291

　① １年以内償還予定地方債等 0

　②　預り金 1,291

　③　その他 0

1,291
0 0 （２）流動資産 37,625

　①　現金預金 37,569

本年度純資産変動額
（本年度差額）＋（６）＋（７）＋（８）

（７）無償所管替等
　　　　無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

0 0
　②　未収金 56

3,771 ▲ 113,200 　③　投資その他の資産 0

　

116,971

（８）その他の純資産変動額 0 116,971
　③　財政調整基金等 0

168,346 285,317（１）固定資産

②国県等補助金
　　国や県からの補助金収入

780 780
　②　無形固定資産 0 0

①税収等
　　構成市からの負担金など

785,033 785,033

（６）資産評価差額
　　　　有価証券等の評価差額など

（５）財源 785,813 785,813 資産

37,569

（４）臨時利益
　　　　資産の売却益など臨時に発生するもの

0 0

純行政コスト　（1）－（2）＋（3）－（4） 782,042

一般会計等 連結

　
　行政コスト及び純資産変動計
算書（ＰＬ・ＮＷＭ）は、財務
４表形式の行政コスト計算書と
純資産変動計算書を一つにまと
めたものです。

【行政コスト計算書】
 １年間の行政運営コストのう
ち、福祉サービスなどの提供と
いった資産形成に結びつかない
行政サービスに要したコスト
を、「人件費」「物件費」「そ
の他の業務費用」「移転費用」
に区分したものです。

【純資産変動計算書】
　純資産（過去の世代や国・県
が負担した将来返済しなくても
よい財産）が年度中にどのよう
に増減したかを「財源」「資産
評価差額」「無償所管替等」
「その他」に区分したもので
す。

　財源から純行政コストを引い
た「本年度差額」は、民間企業
に当てはめると「利益」に相当
しますが、地方公共団体のサー
ビスは利益目的ではないので、
大部分の自治体でマイナスとな
ります。

　

1,401

（２）経常収益
　　　　施設使用料や証明書発行手数料､など

35,636 35,636 　　　F　本年度歳計外現金増減額 ▲ 110 ▲ 110

①人件費
　　職員給与や賞与引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など

278,892

本年度差額　（財源）－（純行政コスト）

連結

899,013 （単位：千円）

116,971

　①　有形固定資産 168,346 168,346

一般会計等

0

　②　退職手当引当金 0 116,971

　①　地方債等 0

（１）固定負債 0

0 0　③　その他

395,863

　　　G　本年度末歳計外現金残高　（E）＋（F） 1,291 1,291
（３）臨時損失
　　　　資産の除売却損など臨時に発生するもの

0

36,278
④移転費用
　　補助金や社会保障給付など

37,201 37,201
　　　E　前年度末歳計外現金残高 1,401

14,450

0
　　　H　本年度末現金預金残高　（D）＋（G）

③その他の業務費用
　　火災保険料や支払利息など

77 77 　　　C　比例連結割合変更に伴う差額 －

　　　D　本年度末資金残高　（A）＋（B）＋（C） 36,278

37,569

②財務活動収入
　　地方債や借入金の収入

0 0

　　　A　本年度資金収支額　(1)＋(2)＋(3)

－

②物件費
　　物件費、維持補修費、減価償却費など

501,508 501,508
　　　B　前年度末資金残高 14,450

21,828 21,828

連結
（３）財務活動収支（②－①） 0 0

（１）経常費用
　　　　行政サービスに要したすべての費用

817,678 934,649 ①財務活動支出
　　地方債や借入金などの元本の償還

0 0

資金収支計算書（キャッシュ・フロー）CF
（単位：千円）

平成28年4月1日から平成29年3月31日 一般会計等 連結

　１年間の歳入・歳出の動きを現金中心に記録する地方公共団体の会計書類は、それだけ
では資産や負債の内容、また将来どれだけの負担があるのかが明確ではありません。
　君津郡市広域市町村圏事務組合では、それらの課題に対応するために固定資産台帳を整
備し、総務省から新たに示された「統一的な基準」に基づいた財務書類を作成しました。
　この企業会計的手法を取り入れた「地方公会計制度」に基づく財務書類により、組合全
体の財務状況を一目で把握することができます。

（１）業務活動収支（④－③＋②－①） 21,828 21,828

【資金収支計算書】
　１年間の資金の増減を、現代世代のための「業務活動収支」、将来
世代のための「投資活動収支」、将来世代が負担すべき「財務活動収
支」という３つに区分したものです。

【利払後基礎的財政収支（プライマリーバランス）】
　１年間の資金の増減から、地方債などの財務活動収支を除いたもの
です。平成28年度の君津郡市広域市町村圏事務組合は、これがゼロ以
上であるので、公債に依存しない財政経営が行われたことになりま
す。

①業務支出
　　継続的な支出（人件費・物件費・補助金等支出・社会保障支出など）

799,621

④臨時収入
　　臨時的な収入（資産の売却に伴う収入など） 0 0

（２）投資活動収支（②－①） 0

799,621

②業務収入
　　継続的な収入（税収等収入・国県等補助金収入など） 821,449 821,449

③臨時支出
　　臨時的な支出（災害復旧事業費支出など） 0

PL・NWM概要 利払後基礎的財政収支　(1)＋(2)

CF概要

貸借対照表（バランスシート）BS
BS概要

【貸借対照表】
　年度末時点で保有する資産、負債などの残
高（ストック情報）を示したものです。ま
た、貸借対照表は「資産」と「負債・純資
産」の合計が同額となり、左側と右側がつり
合う為、バランスシートともいいます。

【資産】
　君津郡市広域市町村圏事務組合が保有して
いる固定資産や、現金預金・基金などの金融
資産を表しており、組合全体で約3億2300万
円の財産（サービス提供能力）を保有してい
ることになります。

【負債・純資産】
　表の右側は、「資産」をどのような財産
（負債と純資産）で賄ってきたかを示してお
り、「負債」は将来世代の負担、「純資産」
は現在までの世代の負担を表しています。

　君津郡市広域市町村圏事務組合の連結の場
合、これまでの世代の負担で約2億500万円の
支払いが済んでおり、残りの約1億1800万円
をこれからの世代が負担することになりま
す。財政運営は、これら世代間の負担バラン
スを考慮した上で行っていく必要がありま
す。

負債

0

行政コスト及び純資産変動計算書　PL・NWM ①投資活動支出
　　公共施設などの資産形成及び金融資産形成 0 0

（単位：千円）
②投資活動収入
　　資産形成に充てられた補助金、土地等の売却収入など 0 0

0

平成28年4月1日から平成29年3月31日 21,828 21,828
一般会計等

概要版

連 結

千葉県市町村総合事務組合

一般会計

一般会計等


